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◇児童虐待による死亡事例の検証結果等について（厚生労働省、「児童虐待等要保護

事例の検証に関する専門委員会」第１次報告）（2005 年 4月）   

 

平成１５年７月１日から同年１２月末日までの、児童虐待による死亡事例とし

て、厚生労働省が把握している２４件（２５人死亡）について、検証を行った。 

このなかで、２１事例、約８割が児童相談所または関係機関の何らかの関与

があったなどとなっている。（平成１６年４月改正の、児童虐待の防止等に関す

る法律では、児童虐待防止のために必要な事項について調査研究、検証を行う

ことが、国及び地方公共団体の責務として明確化された。） 

   

 

◇介護予防サービス市町村モデル事業中間報告（厚生労働省、2005 年 4月） 

 

筋力トレーニング３か月の高齢者の健康状態は、要介護度を判定する際の７

項目すべてで改善傾向を示した。（注：介護予防は、要支援や要介護１の人を対

象に、筋トレや栄養指導などを行い、要介護度の悪化を防ぐのが目的である。） 

 

◇がん医療水準均てん化の推進に関する検討会報告書（厚生労働省、2005 年 4月）  

 

抗がん剤などの専門医の育成のほか、全国レベルで比較可能な５年生存率な

ど、治療成績のデータを整備、公表することを求める。 

 

 

◇教育改革についての保護者の意識調査  

（社団法人日本ＰＴＡ全国協議会、２００５年５月） 

 

全国の小学１年～中学３年の保護者６千人を対象に、平成１６年１０月～ 

１１月、アンケートにより学校教育改革についての保護者の意識調査、家庭教

育におけるテレビメデイア調査、青少年とインターネット等に関する調査を行

った。 これによると、学力低下を心配している保護者が７６％、学校週５日

制について「よいと思わない」保護者が４０％を占めた。総合的な学習の時間

については、約半数の保護者が肯定的であった。

最近の報告、答申などの 情報 

社会・国民生活 
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◇各都道府県等における中高一貫教育校の設置・検討状況について   

（文部科学省、2005 年５月） 

 

平成１７年４月現在、平成１７年度の設置校数は、平成１６年度の１５３校

から２０校増加し、１７３校となった。公立の中高一貫教育校が設置されてい

るのは、４２都道府県となった。設置形態では、併設型が１０校と一番多い。 

   平成１８年度以降は、４９校の中高一貫教育校が設置される予定である。 

  （注：併設型とは、高等学校入学者選抜を行わずに、同一の設置者による中学

校と高等学校を接続しているタイプをさす。） 

 

 

◇次世代育成支援対策推進法に基づく地域行動計画に関する策定状況の調査結果に

ついて（厚生労働省、2005 年４月） 

  

同計画を策定済の都道府県は４５，未策定が２県であった。市区町村は９５％

超で策定済みであった。 

 

 

◇「三宅村 帰島世帯確認訪問調査の結果について」（三宅村、２００５年５月） 

 

三宅村が帰島者の実数を把握するため実施した調査（調査日：１７年５月９日、

１０日の二日間）によると、９６９世帯、１，６６８人が帰島し、平成１７年２

月１日～５月１０日までに転入した、２１５世帯、２６０人とあわせて、避難前

の島民の約半数にあたる１，１８４世帯、１，９２８人が在住していた。 

 

 

◇「高齢者の消費生活トラブルに関する調査結果」（東京都、２００５年５月） 

 

日頃介護サービス等を通じて高齢者と接触することの多い、都内の在宅介護援 

 センターや居宅介護支援事業所に所属しているケアマネジャーや相談担当者など

にアンケート調査した。その結果、半数の人が悪質商法の被害にあった高齢者が

いると回答し、また９割の人が被害は増えていると感じているなどと、回答した。 
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◇平成 17 年３月高校・中学新卒者の就職内定状況等（平成 17年３月末現在） 

（厚生労働省、2005 年５月）  

 

平成 17 年３月末現在、高校新卒者の就職内定者数は、16 万９千人であり、 

就職内定率は９４．１となり、前年同期を２．０ポイント上回った。 

 

      

◇平成 17 年３月高等学校卒業者の就職状況（平成 17年３月末現在）に関する 

調査（文部科学省、２００５年５月）  

 

平成 17 年３月末における新規高等学校卒業者の就職率（就職者の就職希望者に

対する割合）は、９１．２％と、昨年同期を２．２ポイント上回った。 

 

 

◇平成 16 年度大学等卒業者就職状況調査（平成 17年 4月１日現在） 

   （厚生労働省、2005 年５月）   

 

平成 17 年４月１日現在、大学生の就職率は９３．５％で、前年同期を０．４％ 

  上回った。 

 

 

◇日本企業の人材活用、賃金体系の現状と今後について   

（企業行動に関するアンケート調査、平成１６年度）（内閣府、２００５年４月） 

 

契約社員・パートタイム・アルバイトの割合の上昇テンポは鈍化、中途採用は 

  増加傾向、同年代での賃金格差が拡大するなどした。 

  http://www.esri.cao.go.jp/jp/stat/menu.html#ank 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

労 働 
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◇大都市における地震災害時の安全の確保について（勧告） 

（日本学術会議、2005 年４月） 

 

駅、地下街、ビル等が一体となった大規模化、複合化する都市の地下空間につ

いては、地震をはじめとする災害に対する統合的防災基準、危機管理体制を確立

することが必要であることなど、を勧告した。  

 

◇総合的な豪雨災害対策の推進について（提言）   

（社会資本整備審議会河川分科会、国土交通省、2005.4） 

 

豪雨対策で市街地を優先的に整備するなど、地域の土地利用状況に合わせた 

治水対策を行うよう、提言した。 

 

 

◇平成 16 年度森林及び林業の動向に関する年次報告・平成 17 年度において講じよ

うとする森林及び林業施策（林野庁、森林・林業白書 平成 16 年度、2005.4） 

 

京都議定書の目標のうち、森林による二酸化炭素（ＣＯ2）の吸収割り当て     

が達成できない恐れがあると指摘している。        

 

 

◇家電リサイクル法の施行状況（平成１６年度実績）について 

（経済産業省、2005.4） 

 

全国の指定引取場所が引き取った廃家電４品目（エアコン、テレビ、電気冷蔵庫、

電気洗濯機）の合計は、１，１２２万台（前年比７．２％増）となった。 

  http://www.meti.go.jp/press/20050422004/20050422004.html 

 

 

◇平成１６年度室内空気中の化学物質濃度の実態調査の結果等について 

（国土交通省、2005 年５月）   

 

平成 15 年７月１日以降着工の住宅は、改正建築基準法が適用され、ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄ

を発散する建材の使用制限､24 時間換気設備の設置等が義務づけられる。新築

１年以内の住宅で、平成 15 年７月以降の着工分を調査したところ、ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ

については国の定める指針値を超過したのが、1.3％となり、平成 12 年度調査

での 28.7％と比べて激減した。その他の物質も大筋で年ごとに低下傾向にある。 

環 境 
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第 162 回国会（常会）（会期１月 21 日～６月 19 日）に提出されている法律案の

概要について、内閣提出法案８９件、議員提出法案２２件のなかから、ピックアップ

してご紹介します。 

    

 

   

 

 〔概 要〕これまで障害種別（身体障害、知的障害、精神障害）ごとに異なる法律に基づい

て提供されてきた福祉サービスや公費負担医療等について、共通の制度のもとで一元的に提

供する仕組みを創設。これにより、自立支援給付の対象者、内容及び利用手続、地域生活支

援事業、利用者負担、費用負担等を定めるとともに、精神保健福祉法等の関係法律の改正を

行うものである。 

改正法案の施行予定日は次のとおりである。 

自立支援医療に係る利用者負担の見直しは、平成１７年１０月１日 

   新たな利用手続き、国等の負担の義務的経費化及び障害福祉サービスに係る利用者負担

の見直し等は、平成１８年１月１日、 

   新たな施設・事業体系への移行に関する事項等は、平成１８年１０月１日 

 

 

 

 

   

 

〔概 要〕障害者の雇用の促進等に関する法律において、雇用率の適用は、精神障害者につ

いては見送られてきた。（平成１４年度の改正により、同法上に精神障害者についても定義規

定が置かれた。） 

さらに雇入れやすい環境を整備する必要があるため、事業主への雇用義務の本格的な導入

を図る前に、精神障害者を雇用している企業の努力を評価する制度を整備し、雇用促進を図

ろうとするものである。 

  

 

法 律 の 動 き 

○「障害者自立支援法案」 

 

○「障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律案」 
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 〔概 要〕平成１７年１月２８日に出された、中央教育審議会答申「我が国の高等教育の 

将来像」をふまえ、教育研究の活性化、国際的通用性の観点から大学改革を進めるもので 

ある。       

短期大学卒業者への学位授与、大学等に置かなければならない職員として学校教育法に 

規定されている「教授」、「助教授」、「助手等」を、「教授」、「准教授」、「助教」、「助手」と 

した。ただし、「准教授」、「助教」、「助手」は、教育研究上の組織編制として適切と認めら 

れる場合には、置かないことができる、などとした。 

  改正法案の施行予定日は、平成１７年１０月１日である。 

（教員組織については、平成１９年４月１日を予定） 

 

 

 

 

 

            

 

〔概 要〕国際化が進む経済の変化に対応するため、商法の一部と有限会社法などを 

抜本的に改めたうえで統合し、会社法案が作成された。 

   会社設立から組織再編、敵対的買収への対抗策まで会社経営の幅広い場面で、取締 

  役の権限を強め、機動的な企業経営が可能となるような内容となっている。 

  ５月１７日、衆議院本会議で一部修正のうえ可決し、参議院に送付されて審議中である。 

 

 

    
 

 

 

 

〔概 要〕平成１７年６月１日から施行となる本法律は、海外起源の外来生物や、 

生態系、人の生命・身体、農林水産業へ被害を及ぼすまたは及ぼすおそれがあるものの 

なかから指定される「特定外来生物」について、飼育、栽培、保管、運搬、輸入などを 

原則禁止するものである。許可を受けて飼育等する場合は、その個体等にマイクロチッ 

プを埋め込むなどの個体識別等の措置をとる義務が生じる。 

 

 

 

○「学校教育法の一部を改正する法律案」 

 

○「会社法案」 

○「特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律」 

 （外来生物法） 
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●国内の動き  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経 済 の 動 き 

～内閣府「月例経済報告 平成 17 年５月１９日」（主に３月の状況）による。～ 

      注：下線は前回月例報告との相違部分を示す。 

 

「景気は、一部に弱い動きが続くものの、緩やかに回復している。」 

・企業収益は改善し、設備投資は緩やかに増加している。 

・個人消費は、持ち直しの動きがみられる。 

・雇用情勢は、厳しさが残るものの、改善している。 

・輸出、生産は横ばいとなっている。 

先行きについては、企業部門の好調さが持続しており、世界経済の着実な回復に伴って、

景気回復は底堅く推移すると見込まれる。一方、情報化関連分野でみられる在庫調整の動

きや原油価格の動向等には留意する必要がある。 

～日本銀行「金融経済月報（基本的見解） 平成１７年５月２０日」による。～ 

     注：下線は前回月例報告との相違部分を示す。 

 

「わが国の景気は、ＩＴ関連分野における調整の動きを伴いつつも、基調としては回復

を続けている。」 

 輸出は持ち直しつつあり、ＩＴ関連分野の在庫調整が進むもとで、生産は緩やかに 

増加している。 

 設備投資は、高水準の企業収益を背景として、製造業を中心に増加傾向にある。 

 また、雇用面での改善傾向が続き、雇用者所得もはっきりと下げ止まる中で、個人消

費は底堅く推移している。 

 この間、住宅投資は横ばい圏内で推移しており、公共投資は、基調としては減少傾向

にある。 

 先行きについても、景気は回復を続けていくとみられる。 
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●都内の動き   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆家計消費支出：2004 年４月以降前年同月比で増加傾向続く  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

◆新設住宅着工戸数：６か月連続の減少（前年同月比）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

主要経済指標（３月を中心とする）について 

～東京都産業労働局 「産業・雇用就業統計（平成１７年５月）」～ 

 

 家計消費支出（東京都区部） ３月は、前年同月比で増加した。 

新設住宅着工戸数（東京都） ３月は、前年同月比でマイナスとなった。（６ヶ月連続） 

 東京都工業指数（東京都）  生産は、２ケ月連続して低下した。  

 完全失業率（東京都）   １～３月は５．０％で、２期連続で前年同期を下回った。 

有効求人倍率（東京都） ３月は１．２６と、１５ヶ月連続で１倍を超えている。 

  

前年同月比

増加 
前年同月比(実質) 
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◆生産指数：２か月連続の低下  

 
 

◆完全失業率:2 期(10―12 月､1―3 月)連続の低下(前年同期差)  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆有効求人倍率：15 か月連続して 1 倍超  
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３月の有効求人 
倍率は、1.26 
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東京都中小企業の景況（東京都産業労働局 商工部、平成１７年５月調査） 

 

景況 ：やや改善の動き 

見通し：悪化予想がわずかに強まる 

 

《４月の景況》 

都内中小企業の業況ＤＩは、やや改善した。 

前 年 同 月 比 売上 高Ｄ Ｉは 、 製造 業と サー ビ ス 業 は 横ば いに 推移 し 、      

卸売業と小売業は連続して改善した。 

今後３ヶ月の見通しＤＩは、悪化予想をわずかに強めている。ただ、サービ

ス業はやや明るさを増している。 

 

注：ＤＩ＝「良い」「増加」等企業割合－「悪い」・「減少」等企業割合 

 

 

２００５年１～３月期の実質（物価変動を除いた）ＧＤＰ（国内総生産）の 

成長率は、１．３％（年率５．３％）となった。また、名目ＧＤＰの成長率

は０．６％（年率２．３％）となった。これは２期連続のプラス成長である。 

 なお、２００４年度の実質ＧＤＰ成長率は１．９％、名目ＧＤＰ成長率は 

０．７％となった。  

（内閣府が平成１７年５月１７日発表した１次速報値による。）  
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エイズ 患者・感染者１万人に ８４年の調査開始以来初 ４／２６、毎日 ① 

 介護保険法 改正案、衆院委で可決 ・・・・・・・・・・４／２８、朝日 ② 

 子供の数 ２４年連続減少     ・・・・・・・・・・５／５、 毎日 ③ 

ＢＳＥ対策 全頭検査緩和を答申 食品安全委 ・・・・・５／７、 読売 ④ 

生後２０か月以下除外 

子育て支援推進 官民で トップ懇談会が初会合・・・・・５／１１、読売 ⑤ 

大学夜間部 ３０年で半減     ・・・・・・・・・・５／１２、朝日 ⑥ 

 科学技術未来予想図 がんﾞ個別治療ﾞ５年先の大地震予測 ５／１４、産経 ⑦ 

社会保障給付の伸び、成長率並みなら ・・・・・・・・・５／１７、朝日 ⑧ 

消費税 16.5％→12％に  財政審試算 

今春のスギヒノキ花粉 観測史上最多に ・・・・・・・・５／１８，毎日 ⑨ 

温室効果ガス排出量取引「企業間」に３４社参加・・・・・５／１８，毎日 ⑩ 

 全国学力テスト「学校評価に活用」一致 ・・・・・・・・５／２０、日経 ⑪ 

   中教審 総合学習の時間 再検討 

 地震防災マップのススメ        ・・・・・・・・５／２３、読売 ⑫ 

内閣府 耐震化促進、自治体に配付 

 米国産牛肉輸入再開を食品安全委に諮問 ・・・・・・・・５／２５、毎日 ⑬ 

慎重論多く難航か 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニュースダイジェスト一覧（5 月） 


